[ここに入力]

様式５

企画提案書

　特に指定がない場合は、令和８年１０月１日時点について記載してください。
　年月日は和暦表記（令和）としてください。□には、当てはまるものにチェックしてください。

１　法人の概要
	ふりがな
法人名
	


	代表者氏名
	

	主たる事務所の所在地
	


	設立年月日
	

	従業員数
（法人全体）
	　　　　　　　　　　　名
（内訳）常勤　　　　　名
　　　　非常勤　　　　名
（再掲）相談支援専門員資格所持者　　　　名

	基本理念
	












	関連法人・機関等
	










※令和８年１０月１日現在の情報を記載してください。



２　障害福祉サービス等の実施状況
	１　指定特定相談支援事業所、障害者相談支援事業、基幹相談支援センターの受託実績

		種　類
	指定又は委託した自治体名
	運営年数

	□指定特定相談支援事業所
	
	年　か月

	□障害者相談支援事業
※市町村からの委託により実施
	
	年　か月

	□基幹相談支援センター
※市町村からの委託により実施
	
	年　か月





	２　１以外の障害福祉サービス事業等の運営実績

		サービス名
	指定又は委託した自治体名
	運営年数

	
	
	年　か月

	
	
	年　か月

	
	
	年　か月

	
	
	年　か月

	
	
	年　か月

	
	
	年　か月




	３　障害福祉以外の福祉・医療関係のサービス事業の運営実績

		サービス名
	指定又は委託した自治体名
	運営年数

	
	
	年　か月

	
	
	年　か月

	
	
	年　か月

	
	
	年　か月

	
	
	年　か月

	
	
	年　か月




	[bookmark: _Hlk39149672]４　過去に障害福祉サービス事業指定権者等からの処分等（該当する場合）

	


１　運営年数は、令和８年１０月１日での年数を記載してください。
２　令和８年１０月１日時点で休廃止又は受託終了のサービスについては、サービス名の横に（廃止年度廃止）と記載してください。（例：就労継続支援A型（R3廃止））
　




３　関係機関との連携・地域のネットワークづくりの実績
（１）障がい者の相談支援体制（障害福祉サービス事業所等、指定特定相談支援事業所、
基幹相談支援センター、就業・生活支援センター等）における連携の実績
※実施地域は問いません。
	












（２）高齢者や児童等の分野横断的な相談支援、包括的相談支援に関する地域の関係機関との連携、地域のネットワークづくりの実績
※実施地域は問いません。
	















４　職員配置等
（１）障害者相談支援事業に常勤・専任で配置する職員（予定）
	
	氏名
	保有資格
（該当するもの全てにチェック）
	相談支援専門員としての実務経験

	予定者第一候補者
	
	□相談支援専門員　
□主任相談支援専門員（国）
□社会福祉士　□精神保健福祉士　□介護支援専門員
□保健師　□看護師　□理学療法士　□作業療法士
□言語聴覚士　□公認心理師　□臨床心理士
□その他医療系資格（　　　　　　　　　　　）
	年　　か月


	第二候補者
	
	□相談支援専門員　
□主任相談支援専門員（国）
□社会福祉士　□精神保健福祉士　□介護支援専門員
□保健師　□看護師　□理学療法士　□作業療法士
□言語聴覚士　□公認心理師　□臨床心理士
□その他医療系資格（　　　　　　　　　　　）
	年　　か月



※　申込時点で、配置のめどが立っている職員について「予定者第一候補者」の欄に記載してください。
※　配置する職員が決定していない場合は、より配置の可能性が高い職員を第一候補者の欄に記載し、配置する可能性がある職員を第二候補者に記載してください。
※「相談支援専門員としての実務経験」欄には、令和８年１０月１日時点における相談支援専門員としての実務経験期間を記載してください。
※「氏名」欄には、応募時点での予定で構いませんので、できる限り配置予定者の氏名を記載してください。新規採用する予定の場合は、「新規採用予定」と記載してください。

（２）新規採用職員の採用方法について（新規採用を予定している場合のみ）
	








（３）病気等により欠員が生じた際の障害者相談支援事業実施体制の確保
	










（４）配置予定職員の経歴書
	フリガナ
	
	生年月日

	氏名
	
	年　　　月　　　日

	住所　※1
	〒


	主な職歴等　※2

	年　月～　年　月
	勤務先等
	職務内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	保有資格の種類と資格取得年月日　※3

	

	障害者相談支援事業従事にこの職員が適切である理由

	


配置のめどが立っている職員について、作成してください。
配置のめどが立ってはいないが、候補者がいる場合は、その候補者について、一人一枚作成してください。
全くめどが立っていない場合は、作成不要です。
※1 住所は自宅を記入してください。
※2 障害者相談支援事業所、特定相談支援事業所、障害児相談支援事業所、基幹相談支援センターでの勤務経験年数がある場合は、必ずご記載ください。
※3 保有資格については、国家資格所持（社会福祉士、精神保健福祉士、保健師、保育士等）、相談支援従事者初任者研修修了、相談支援従事者現任研修修了、主任相談支援専門員研修修了、医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了、強度行動障害支援者養成研修（基礎・実践）修了等相談支援専門員が受講する研修については、必ずご記載ください。


５　人材育成、職員の質の確保について
（１）法人内での人材育成、質の確保に関する取組
	ア　これまでの取組








イ　受託後の予定













（２）法人が行う予定の障害者相談支援事業に従事する職員へのフォロー体制等
	受託後の予定
（１）安全配慮
　　ア　健康配慮義務（年次有給休暇、健康診断、メンタルヘルスチェック等）




　　イ　職場環境配慮義務（ハラスメント防止対策等）




（２）出張等により短期間職員がいない場合のフォロー体制










６　主に障害者相談支援業務を行う場所等
障害者相談支援事業を主に実施する場所等（予定）
	ア　住所（設置予定場所が決まっている場合のみ記載）



イ　アクセス
　　近くのバス停から徒歩〇〇ｍ等




ウ　建物の所有関係
※賃貸借、法人所有、その他、未定等



エ　面積
　　○○㎡程度




カ　設備
　①　事務室　　　　　　専用　・　兼用　・　無
　②　相談室　　　　　　専用　・　兼用　・　無
　③　会議室　　　　　　専用　・　兼用　・　無
　④　社用車　　　　　　専用　・　兼用　・　無

キ　その他
　①　固定電話　　　　　専用　・　兼用　・　無
　②　ＦＡＸ　　　　　　専用　・　兼用　・　無
　③　パソコン　　　　　専用　・　兼用　・　無
　④　プリンター　　　　専用　・　兼用　・　無
　⑤　メールアドレス　　専用　・　兼用　・　無
　⑥　ホームページ　　　専用　・　兼用　・　無





７　個人情報保護の取組と苦情解決体制
（１）個人情報保護について（適正な管理への取組・体制など）
	ア　これまでの取組




イ　受託後の予定








（２）苦情解決の体制について
	ア　これまでの取組




イ　受託後の予定








８　公平性・中立性確保のための方策
	









９　業務時間外の対応
	１　日曜日、休日、時間外における対応、連絡体制について

	（１）センター開設時間外の相談体制がとれるか、いずれかにチェック☑してください。
· ２４時間の相談体制がとれる
· 一部の時間帯の相談体制がとれる
· とれない
（２）（１）において、「２４時間の相談体制がとれる」「一部の時間帯の相談体制がとれる」と回答した場合以下の設問に回答してください。
住民からの電話の受付方法について、いずれかをチェック☑してください。
その他については、チェックをし、具体的方法を記載してください。
· 障害者相談支援事業の専任従事者の携帯電話などに転送され、直接受付する。
· 障害者相談支援事業の専任従事者以外の者が一旦受付し、必要に応じて専任従事者へ繋ぐ。
· 一旦留守番電話により受付し、専任従事者から折り返しの電話を行う。
· その他
（具体的方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（３）想定される連絡に対して、どのような受付方法や役割分担で対応するのかについて以下に具体的にご記載ください。（別途フロー図等による作成でも可）





























10　障害者相談支援事業の業務内容ごとの実施方針
	業務内容
	実施方針

	(1) 福祉サービスの利用援助


	

	(2) 社会資源を活用するための支援

	

	(3) 社会生活力を高めるための支援

	

	(4) インクルージョン総合支援推進事業の推進

	

	(5) 権利の擁護のために必要な援助

	

	(6) 専門機関の紹介
	

	(7) ケース検討会の開催
	

	(8)ケアマネジメントの実施



	






	(9)その他の取組
	

	
	①災害時における障害者の避難等に関する支援
	

	
	②障がい者支援協議会全体会・専門部会への参画等
	

	
	③地域関係者・関係機関等のネットワークづくり
	

	
	④ピアカウンセリング

	



11　その他実施方針
	全般的
	実施方針（より効果的な支援の工夫等）

	障がい種別及び年齢等を問わない総合相談
	

	支援につながっていない障がい者等への支援
	



1

10

